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１ 近時行われたセミナー 

テーマ：中国データ関連三法に関する最新動向と今後の展望
ーデータの越境移転を中心にー 

日時：2022年10月17日 

講演者：松本 亮 

主催：株式会社インターネットイニシアティブ 

テーマ：中国事業のコンプライアンス・プログラム
～近時の事業環境変化に伴う課題と対応～ 

日時：2022年10月20日 

講演者：松井 衡 

主催：株式会社FRONTEO 

テーマ：中国における債権保全・債権回収

日時：2022年10月26日 

講演者：松本 亮 

主催：利墨（上海）商務信息諮詢有限公司 

（リスクモンスターチャイナ）

テーマ：中国データ規制～動き始めた中国のデータ越境規制と
その対応～【ビジネスパーソンのための法律入門】 

日時：2022年11月10日（収録） 

講演者：竹田 昌史 

主催：Business & Law 合同会社 
ＵＲＬ：https://businessandlaw.jp/seminar/k171305826/ 

テーマ：ライフサイエンスプラクティス セミナー第9回：
　　　　～中国ライフサイエンス～中国薬事改正アップデートと
　　　　中国の化粧品効能表示・誇大広告規制について 

日時：2022年12月9日（アーカイブ配信申込受付中）

講演者：高槻　史

主催：弁護士法人大江橋法律事務所
ＵＲＬ：https://www.ohebashi.com/jp/seminar/
year/2022/20221212seminar.php

テーマ：日本の倒産制度の概要

日時：2022年11月18日13時～15時（中国時間）

講演者：松本 亮 

主催：上海市律師協会（中国律師向け） 

テーマ：日本と異なる中国における「契約」の特徴

日時：2022年12月1日15時～16時30分（中国時間）

講演者：松本 亮

主催：PERSOLKELLY Consulting

テーマ：対中貿易における経済安全保障について

日時：2022年12月2日（金）15時～17時（日本時間） 

講演者：藤本 豪 

主催：一般社団法人日中経済貿易センター 

2 執筆情報 

テーマ：中国独占禁止法改正の概要について

著者：松本 亮 

掲載誌：JCC Monthly 2022.11月号No.265 

（一般社団法人日中経済貿易センター機関誌） 

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海にオフィスを
構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法的アドバイスを想定し
たものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については本ニュースレターのみに依
拠されるべきでなく、必要に応じて別途弁護士のアドバイスをお受け頂ければと存じます。 

具体的な事案に関するお問い合わせ✉メールアドレス： info_china＠ohebashi.com 
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